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  次に質問紙（アンケート）から得られた結果を順にあげ考察を行っていく。  
６ 研究協力者 
  兵庫教育大学大学院修了生 137 名を抜粋し質問紙を 95 名の方から回収した。 
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６－１ 対象者 





兵庫 大阪 奈良 滋賀 和歌山 岡山 広島 
25 9 2 6 1 5 9 
 
鳥取 島根 山口 愛知 岐阜 静岡 福岡 
4 9 5 2 4 8 6 
・都道府県別にみると近畿圏が 43 名(45.2%) 中国圏が 32 名(33.7%) 中部地方が 20
名(21.1%)であった 
イ 性別 







が 15 名 (17.6%)、高校
の校長が 8 名(8.8%)であ
った。 
4 名の方は未記入。      （4 名は未記入） 
   高校、中学校がデーターとしては少ない。 
エ 年齢別 
50 歳未満 0 名 55 歳以上





   経験年数は 5 年以上の経験者が 48 名で 50.5%、3 年～5 年の経験が 31 名(32.6%)と
なっている。（表 6-1-3 を参照） 
エの年齢構成で 55 歳以上の人が多いこと、5 年以上経験が多いことからも、数年で管
理職も大きく若返ることが覗える。 
 50 歳未満 50 歳～55 歳 55 歳～60 歳 計(人) 
小学校   0 8 60 68 
中学校   0 3 12 15 
高校   0 3 5 8 
   3 年未満 3 年～ 5 年 5 年以上 その他(人） 
小学校 4 24 38 2 
中学校 4 3 8 0 
高校 3 3 1 1 
その他    0 1 1 2 
表 6-1-1 対象者の都道府県別 
表 6-1-3 対象者の経験年数
別 
表 6-1-2 対象者の年齢別 





























で示すと、図 6-1-2 になる。 
小・中学校は 20 人～30 人規模が多く、10 人～20 人規模がそれに次いで多い。高校は






















6-1-2 図 問 2 学校規模別（教員数） 











0 1 0 0 1 







ア10未満 イ10～ 20 ウ20～30 エ30～40 オ40～50 カ50以上 
小学校 中学校 高校 

















小学校 中学校 高校 
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図 6-2-3 問 5 人事考課の有効な面 













ア「問４学校経営に効果がありますか」の回答は 図 6-2-2 のようになった。 
イ「問３のスムーズに機能しているか」図 6-2-1 と問４の学校経営に効果あるのか図 6-2-
2 と比較してみると問 4 の質問の回答は、全体に肯定的で効果があるととらえている校






















職員規模 アうまく イまあまあ ウあまり エ改善 アイの％ 
10 人未満 1 4 0 0 91.3 
10 人～20 人 3 18 2 0 88.2 
20 人～30 人 4 26 3 1 90.3 
30 人～40 人 1 6 1 2 76.5 
40 人～50 人 0 6 1 2 66.7 






























ア非常に効果的 イまあまあ ウあまり効果的でない エ効果がない 
数字は人数 
人数 



















































とした回答をしている。そしてアとイを合わせた割合は 小学校 91.2% 中学校
86.7% 高校 75%となっている。ほとんどの校長はスケジュールについて説明を行って 
いる。 




















図 6-2-5 問 7 教職員に１年間のスケジュールを説明していますか 
図 6-2-6 問 8 個人目標を作っていますか 
人数 











ア １回 イ ２回 ウ ３回 エ ４回以上 








































中で 76 名の人が定期的に行っている。 
イ 面談回数 
図 6-2-9 から面談回数は、３回が 38
名２回が 33 名と答えている。(図 6-2-9) 
 ウ 初期面談 
・初期面談の時期  
「問 13 初期面談はいつ行っているか」と
尋ねると「イ 5 月中旬～7 月」とした人が 
59 名(63.4%)を数え、次いで「ア 4 月～5 月上旬」が 33 名(35.4%)としており、ほぼ全員
の人が１学期に行っている。 
問８ ア作っている イいない 割合(%) 
小学校 64 4 94.1 
中学校 12 3 80.0 
高校 3 5 37.5 




















表 6-2-2 個人目標・校種別 
図 6-2-8 問 11 年間計画による面談の定期的実施 
人数 
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ア十分に伝えた イ少しは ウあまり伝えてない エ伝えていない 
数字は人数 
・初期面談にかける時間  
「問 14 初期面談時間は何分くらいとっているか」の回答は図 6-2-9 のとおり、72 名 



























十分に伝えた が 44 名、
イ少しは伝えたが 34 名

















ア成果はある イどちらかというと ウあまりない エまったく成果ない 
図 6-2-11 問 16 初期面談で学校経営方針を伝えたか 
数字は人数 











図 6-2-13 自己評価内容の面談の有無 
図 6-2-14 学校評価を結び付けようとしているか 





































問１７ ア取り入れている イいない 無回答 計(人) 
小学校 38 23 7 68 
中学校 12 3 0 15 
高校 4 3 1 8 
その他 2 2 0 4 




























ア結びつける イどちらかというと ウあまり エまったく 
数字は人数 
表 6-2-3 問 17 進捗状況の確認の面談（中間面談） 
数字は人数 















ア実践観察 イ各教職員と面談 ウ他からの評価 エその他 
｢問 22 人事考課と学校評価の動きと意識して結び付けようとしていますか。」の回答は
図 6-2-14 のとおり。 
「ア結びつけようとしている」が 30 名「イどちらかというとしている」が 35 名でア
とイを合わせて 65 名(72.25%)であった。 
小・中学校は同じ傾向があり、意識的に人事考課と学校評価をリンクさせようとして









93 名「イ要覧など」51 名､「個 


















どのように業務遂行上のチェックをし、確認されていますか」 の回答は図 6-2-16 のとお
りである。 
「ア日々の各教職員の実践を観察」93 名、「イ各教職員との面談」65 名、「ウ他の教職員 
 
図 6-2-15 経営方針の伝達方法・共通理解の方法 
図 6-2-16 問 24 業務遂行状況のチェック方法 
数字は人数 
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図 6-2-17 面談でよく話をしてくれますか 























回答は、図 6-2-18 のとおりである。 











































ア毎週参観 イ月に数回 ウ学期に１回 エほとんど 
数字は人数 
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図 6-2-19 問 26 教職員等の授業参観（学校規模・教職員数別） 



























  成果と課題について次に 
述べる。 























































ア毎週 イ月に数回 ウ学期に１回 エほとんど 
数字は人数 














































準についても別表 4 のような基準が示されている。 
別表第３ 
評価・育成項目ごとの評価基準 
評価     評価基準 
職務内容の工夫・改善を図るなど、学校教育活動の充実に大きく寄与すると 
ａ   ともに、円滑に職務を遂行している 
または期待される以上の能力や意欲を発揮している 
学校教育活動の充実に寄与するとともに、円滑に職務を遂行している 
ｂ   または期待される能力や意欲を発揮している 
概ね滞りなく職務を遂行しているが、一層の努力を期待する 
ｃ   または概ね期待される意欲や能力を発揮しているが、一層の努力を期待する 
円滑に職務を遂行することができず、学校運営に支障をきたすことがある 
ｄ   または職員として最低限必要とされる意欲や能力に欠けている 
職務を遂行することができず、学校運営に大きな支障をきたしている 
ｅ   または職員として最低限必要とされる意欲や能力に著しく欠けている 
別表第４ 
総合評価に係る評価基準 
評価     評価基準 
Ａ     極めて良好である 
Ｂ     良好である 
Ｃ     概ね良好であるが、一層の努力を期待する 
Ｄ     問題がある 
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